
４ 産山村立産山学園 いじめ防止基本方針 
 

（１）いじめの定義といじめに対する本校の基本認識  

上記の考え方のもと、本学園では全ての学園生と職員が「いじめは、全ての学園生に関す

る問題であり、いじめの防止等の対策は、全ての学園生が安心して学校生活を送り、様々な

活動に取り組むことができるよう、学校の内外を問わず、いじめが行われなくなるようにす

るために行う」という基本認識に立ち、「いじめ防止基本方針」を策定した。  

  

（２）いじめの未然防止のための取組 

いじめを許さない、見過ごさない集団づくり（絆づくり）に努める。   

①  道徳科の時間を要とする「命を大切にする心」を育む指導プログラム等を通じ、生命

の尊さを理解し、かけがえのない自他の生命を尊重できる実践力を持った学園生を育成

する。また、いじめや差別は生命に関わる問題であるとの認識を持ち、仲間と共に積極

的に解消に立ち向かう子供を育成する。  

②  学園生総会や委員会活動等を通じて、全ての学園生が主体的に考え判断し、それぞれ

の役割と責任を分担し、活動を展開することによって自主的・実践的な態度を育てる。

同時に、学園運営の一部に参加し、望ましい校風を築く活動や社会的活動（子供ヘルパ

ー活動等）を通して、地域とのつながりや集団生活に必要な道徳心を向上させ、豊かな

人間性・社会性を養う。  

③ 教師一人一人がわかりやすい授業を心がけ、産山型学習の展開と、全職員の研究授業に

よる提案を土台としたＵＤの視点による授業改善の取組等を通じて、学習に対する達成

感、成就感を積み重ねる。 

④ 児童生徒と向き合う時間の確保  

職員が児童生徒を見つめ、児童生徒と向き合う時間を確保するための学校改革を推進 

し、常に見直し、改善を行う。 

 

（３）いじめの早期発見・早期解決に向けての取組 

① いじめの早期発見のために  

ａ 「いじめはどの学校でも、どの生徒にも起こりうるものである」という危機意識を持

ち、全職員による日常的な観察を継続する。また相談しやすい関係づくりに努める。 

ｂ 前期課程と後期課程の連携 

毎週木曜日の朝会において、配慮を要する児童生徒、気になる児童生徒についての情報 

を共有するとともに、指導の在り方等についての共通理解を図る。 

ｃ いじめ防止等に関する措置を実効的に行うため、管理職、教務主任、養護教諭、生徒 

指導担当、必要に応じて当該学級担任及び該当生徒所属部活動顧問による「いじめ・不 

登校対策委員会」を毎月第１月曜日に開催する。  

ｄ 年間の教育相談は、「Ⅰ checkをもとに教育相談（7月実施）」、「夏休み明け心

の健康観察（9月実施）」、「冬休み前教育相談（１２月実施）」「県学力調査質問紙

をもとに教育相談（2月実施）」の4回実施する。また、教育相談に加えて、「健康生

「いじめ」とは、児童等に対して、当該児童等が在籍する学校に在籍している等当該児

童等と一定の人的関係にある他の児童等が行う心理的又は物理的な影響を与える行為 

（インターネットを通じて行われるものを含む。）であって、当該行為の対象となった

児童等が心身の苦痛を感じているものをいう。  

（いじめ防止対策推進法 第二条より） 



活アンケート（年２回）」、「熊本地震に係る心のアンケート（５月実施）」、「心

のアンケート（１１月実施）」及び「子どものサイン発見チエックリスト（家庭

用）」等の各種アンケートを定期的に実施し、児童生徒の悩みや人間関係を把握し、

いじめの兆候や気になる児童生徒について職員間及びＳＣやＳＳＷ等と情報を共有す

る。情報集約担当は各アンケートから情報を集約し、各方面に伝達し情報の共有を図

り、適宜教育相談やいじめ不登校対策の場を計画する。 

② いじめの早期解決のために 

   ａ  いじめの発見・通報を受けた場合は、学級担任だけで抱え込むことなく、直ちに適 

切な処置をとり管理職に報告するとともに、校長の指示のもと敏速に支援体制をつく

り、組織的に対処し、的確な役割分担で問題の解決にあたる。  

ｂ 情報収集を迅速かつ多方面から綿密に行い、事実確認をした上で、被害を受けてい 

る児童生徒を守ることを最優先に考えて対応する。（情報集約担当）  

ｃ いじめている児童生徒及び傍観者の立場にいる児童生徒に対する指導においても、全 

職員の共通理解、保護者の協力及び関係機関・専門機関等との連携の下、組織的に対応 

する。 

ｄ 家庭との連携をより密にし、学園側の取組について情報を伝えるとともに、家庭での 

様子等についての情報を収集し、指導及び支援に生かす。 

ｅ 学園や家庭以外の相談窓口として「熊本県子どもいじめ相談電話」等の周知を徹底す 

る。 

 

（４） いじめ及び重大事態への対処 

① 学校内の組織の設置と調査   

重大事態が発生した場合は、校長は村教育委員会に報告するとともに、緊急いじめ・不 

登校対策委員会を開催し、当該重大事態に係る事実関係を明確にするための調査を行う。  

＜緊急いじめ・不登校対策委員会＞  

校長、副校長、教頭、教務主任、養護教諭、生徒指導担当、情報集約担当、該当学年担 

当及び該当部活動担当者、ＰＴＡ役員、村教育委員会事務局。状況に応じて、阿蘇教育 

事務所（学校支援アドバイザー・ＳＳＷ・SC）、阿蘇警察署で構成 

  

② 調査結果の提供及び報告及び留意事項   

ａ 学園はいじめを受けた児童生徒やその保護者に対して、事実関係等について、適時適 

切な方法で、経過を報告するとともに村教育委員会及び関係機関等へも迅速に報告し、 

適切な対処を進める。 

    ｂ 児童生徒や保護者への心のケアと落ち着いた学園生活を取り戻すための支援に努め、 

予断のない一貫した情報発信、個人のプライバシーへの配慮に留意する。 

 

（５）いじめ問題の取組の検証・見直し 

いじめ問題の取組等においては、各種アンケート調査結果を基にした教育相談と、職員に

よる自己評価及び学校関係者評価等を併せ、定期的に点検し、見直す。 

平成３０年４月１日策定  

令和元年５月７日改訂 

令和３年５月１日改訂 

令和４年１１月１５日改訂 

令和5年7月５日改訂 



 


